
 

  

４ こども課 
 

  

57



 

４－１ 令和６年度第二期子育て応援プランの進捗状況 
 

☆基本目標１ 子ども子育て支援の推進 

①教育・保育事業の充実 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

教育・保育および地域子ども・子育て支援事業の展開に記載 教育・保育および地域子

ども・子育て支援事業の展

開に記載 

保育家庭課 

生涯学習･スポ

ーツ課 

公民館 

学校教育課 

②在宅育児応援サービスを拡充 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

教育・保育および地域子ども・子育て支援事業の展開に記載 教育・保育および地域子

ども・子育て支援事業の展

開に記載 

保育家庭課 

こども課 

生涯学習･スポ

ーツ課 

公民館 

学校教育課 

③児童虐待防止対策を推進  

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

子ども・子育て 

支援事業 

 子育てに関する相談対

応や切れ目ない支援体

制をさらに進めるため、

福祉、保健、医療など関

係機関がさらに連携し、

市民と協働して取り組む

子育て支援を進めます。 

○子育て支援ネットワ

ーク協議会（児童虐待

防止ネットワーク）にお

いて、庁内関係部署及

び外部関係機関との

連携・協働を行ってい

る。 

こども家庭応援センタ

ー相談対応件数 1,205

件 

○発達支援事業にお

いて、一貫した包括的

な支援のため、庁内関

係部署及び外部関係

機関との連携・協働を

行っている。 

○発達支援巡回指導

機能の充実 

○飯田市こども家庭応

援センターによる、市役

所庁内及び関係機関と

の連携・協働体制のさら

なる強化、 

相談・支援体制の整備 

○こども家庭応援センタ

ー 相談対応件数 1,500

件 

○要保護児童対策地域

協議会の事務局として、

実務者会議を年 4 回、個

別ケース会議を随時開催

することで児童の安全管

理とケース進行管理を行

いました。新規養護相談

件数 129 件。 

○こども家庭センターとし

て、家庭が孤立せず安心

して子育てができるよう関

係機関との連携を図りまし

た。相談後は専門職や各

機関へつなげることにより

社会全体で寄り添いなが

ら応援する体制づくりに努

めました。新規・継続相談

831 件。 

○保育所、認定こども園に

専門職が巡回訪問し、発

達支援コンサルタント及び

保護者面接を実施した。

74 ケースに対してのべ 78

回相談を実施しました。 

こども課 
 

 市民参加による活動を

地域に広げるため、子育

て家庭に関連する各種

計画の実現に向け市民･

行政が協働して取り組み

ます。 

○次世代育成支援ワ

ーキンググループ 

  「みんなで子育て応

援サポーター会議」 

  サポーター数 10 人 

○次世代育成支援ワー

キンググループ 

  「みんなで子育て応

援サポーター会議」 

  サポーター数 15 人 

〇みんなで子育て応援サ

ポーター数９人。 

○みんなで子育て応援サ

ポーター会議により子育

て応援情報誌「みんなで

子育てナビ」「いいだパパ

ナビ」「まご手帳」を編集発

行し、「子育てナビ」や「パ

パナビ」は母子健康手帳

交付時に、「まご手帳」は

保健師の 2 か月児訪問時

に配布しました。 

○市民要望の高い雨天や

猛暑の親子の遊び場につ

いて、子育て当事者の声

を聞くため、子育てつどい

の広場と協働して「雨の日

こども課 
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を語ろう time」を開催し、

サポーターがファシリテー

ターとなって市長との懇話

会を実施しました。 

○今年度でサポーター制

度を見直し、今後は子育

てつどいのひろばの取組

や Web 調査等を通じて、

こども・若者・子育て当事

者の声を直接聞き取る機

会をより一層拡大する方

向としました。 

 通訳等母語支援が必

要な外国籍児童・保護

者に対し、必要に応じて

文書の翻訳や通訳者の

派遣などの支援をしま

す。併せて通訳者の派

遣のみに依存しないコミ

ュニケーション（「やさし

い日本語」や多言語翻

訳機器の活用等）につい

ても研究します。 

○外国籍児童共生支

援員（サポーター）５人 

○継続実施 ○外国籍児童生徒共生

支援員５人（中国語２、ポ

ルトガル語１、タガログ語

２）を配置、学校へ派遣

し、翻訳や通訳等の支援

をしました。 

○日本語指導者４名を配

置、学校へ派遣し、日本

語の指導が必要な児童生

徒の学習を支援しました。 

○母語支援対象の児童、

保護者に対して、市からの

文書等を翻訳し配布しま

した。また、通訳の派遣を

行いました。 

○新規事業として開始す

る、５歳児相談について、

保護者アンケートの翻訳

を行いました。 

学校教育課 

共生･協働推進

課 

子育て支援 

ネットワーク事

業 

 児童虐待防止、要保護

児童等支援のため、飯

田市子育て支援ネットワ

ーク協議会（要保護児童

対策地域協議会）に参

画する福祉、保健、医

療、教育、警察など子育

て支援関係機関の一層

の連携を推進します。ま

た、関係機関との相談体

制の強化及び適切なア

セスメントの確保、資質

の向上を図るため講習

会等へ参加し積極的な

子育て技術の伝承につ

いて取り組みます。 

○飯田市子育て支援

ネットワーク協議会 

  （児童虐待ネットワー

ク）実務者会議・研修

会８回 

○継続実施 ○要保護児童対策地域

協議会の調整機関とし

て、相談内容に沿った対

応により迅速に支援体制

を整え、児童虐待の防止

及び抑止につなげること

に努めました。 

○虐待受付件数：43 件 

○実務者会議：４回・研

修：８講座 

こども課 
 

未就園児等の 

把握事業 

 未就園で乳幼児健診

未受診者について、関

係機関との連携により居

住実態を把握するなど、

児童虐待等の発生の防

止に努めます。 

    ○令和６年 10 月１日時点

で当市に住所登録してい

る０～12 歳のうち、乳幼児

健診未受診者、未就園

児、不就学児の状況確認

について調査した結果、

状況確認できない児はい

ませんでした。 

こども課 
 

児童虐待防止

の啓発事業 

 保護者、祖父母世代、

新米パパママ、各健診

学級等において、それぞ

れを対象とした児童虐待

予防についての啓発活

動に取り組みます。ま

た、児童虐待防止推進

月間及びながの子ども

虐待防止オレンジリボン

たすきリレーの実施等に

おいて、関係機関や各

団体と連携し広報・啓発

活動等に努めます。 

    ○秋のこどもまんなか月間

にあわせオレンジリボン・

児童虐待防止推進キャン

ペーンのポスターの掲示、

小中学生のいるご家庭へ

のリーフレットや、イベント

時に虐待啓発ポケットティ

ッシュの配布、オレンジリ

ボン活動の展示などを通

し啓発を行いました。 

○乳幼児健診等（12 か月

児健診・2 歳児相談）にて

『愛の鞭ゼロ作戦』(体罰

や暴言による愛の鞭をなく

こども課 
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すための取り組み）のパン

フレットを配布しました。 

 

☆基本目標２ 母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進 

① 結婚・出産・子育ての希望に寄り添う相談・支援体制の推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

結婚相談支援

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 結婚を希望する独身、未

婚者に向け結婚や結婚後

の生活等について考える

セミナーや出会いの場の

設定に取り組みます。ま

た、子どもの結婚を望む保

護者に向けて具体的な支

援方法についての情報提

供、移住・定住者に向けて

の活動を展開します。 

○イベント 28 回開

催、結婚相談登録

210 名、 

  結婚成立 15 名 

○イベント 31 回開催、

結婚相談登録 230 名、 

  結婚成立 17 名 

○社会福祉協議会へ結婚

支援アドバイザーを設置

し、結婚相談所の運営や

イベント開催、地区結婚相

談員の支援等を行いまし

た。 

○結婚相談所登録 163

名。イベント 23 回開催。

延べ 343 名参加（地区イ

ベント参加者を含む）。カ

ップル成立 61 組。結婚成

立５人（結婚相談所把握

分）。 

〇県と連携したながのマッ

チングシステム登録者は

32 人。お見合い 33 件。カ

ップル成立 15 件。 

〇南信州観光公社へ委託

し、特に市外の女性を対

象とした、飯田市の魅力を

堪能できるツアー形式のイ

ベントを開催しました。ま

た、イベント開催と併せ

て、特に男性を対象とした

婚活セミナーを実施しまし

た。開催数３回、カップル

成立 10 件。 

福祉課 

【追加事業】 

結婚新生活支

援事業 

 

夫婦共に 39 歳以下の若

い世代が結婚を機に新生

活をスタートするにあたっ

て、新婚家庭が安心して

暮らし続けるための支援と

して、夫婦の所得に応じ

て、住宅取得、リフォーム、

賃貸、引越しにかかる費

用の一部を補助します。 

○結婚新生活支援事

業補助金申請件数 

７件（令和４年度制度

創設時点） 

継続実施 〇結婚を機に新生活を始

める世帯のスタートアップ

を応援する結婚新生活支

援事業により、新生活の住

居費の一部を支援し、結

婚の機運が高まるよう取り

組みました。 

〇国の制度による所得制

限で補助対象とならない

世帯に対しては、市の独

自制度として補助を実施し

ました。 

○結婚新生活支援事業補

助金申請件数 86 件（うち

市の独自制度 27 件） 

保育家庭課 
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母子健康手帳 

交付事業 

 妊産婦及び乳幼児の健

康保持増進のため、健康

に関する情報を管理する

母子健康手帳は、母子保

健コーディネーター（保健

師）との面接を行いながら

交付します。面接時に全

妊婦の支援プランを作成、

定期アセスメント会議を実

施します。また母子保健コ

ーディネーターは相談、妊

婦健診、産後２週間、１か

月産婦健診などを通じ、必

要に応じて関係機関と情

報共有しながら妊産婦へ

の早期支援に取り組みま

す。 

○母子保健コーディ

ネーター面接妊婦数

814 人、 

  アセスメント開催回

数 73 回 

○産婦健診受診者

326 人、延べ 573 件 

○母子保健コーディネ

ーター面接妊婦数

680、 

  アセスメント開催回数

85 回 

○産婦健診受診者 667

人、延べ 1,267 件 

○母子保健コーディネー

ター面接妊婦実人数 580

人、アセスメント開催回数

60 回（係内月２回、こども

課月２回、産科医療機関

月１回） 

○産婦健診受診者 553

人、延べ 1,046 件 

○母子保健コーディネー

ターが、子育て応援アンケ

ートを用いて妊娠届出時

に全妊婦の面接相談を実

施し、より細やかに妊婦の

不安や悩みを聞き取り、支

援に繋げました。また、全

妊婦へ「赤ちゃんを迎える

ための準備」（セルフプラ

ン）を作成し、出産までの

見通しが持てるような支援

や、初産の妊婦に対し、妊

娠期から授乳期の栄養に

ついて説明を行うなど母

子が健やかに過ごせるよう

に支援しました。 

○妊娠９か月時にアンケ

ートを実施、必要な方へ電

話等で相談を行いました。

また、継続した相談が必要

な方には、妊婦や家族と

サポートプランを作成、継

続した支援や、こども課、

周産期センターと定期的

に連携会議を実施するな

ど安心して出産が迎えら

れるよう相談体制を整えて

います。 

保健課 

安心して出産で

きる体制づくり

事業 

 地域内の出産は地域内

で可能となるよう、市立病

院と地域内健診機関との

間で地域周産期システム

を運用し、これまで以上に

連携を強化するほか、院

内助産の 体制を充実さ

せるなど、安心して出産で

きる体制づくりを進めま

す。また、医師確保に向け

て関係機関と調整し継続

的に取り組みます。 

○分娩は市立病院を

含め２施設で、妊婦健

診は地域内の産婦人

科診療所も行うなど、

連携協力して安心し

て出産できる環境を

維持。 

○、市立病院と地域

内健診機関との間で

地域周産期システム

の運用を開始。 

○継続して安心して子

どもが産める体制を整え

る。 

○助産師外来 3,524 件、

異常等 615 件は医師診察

につなげました。院内助産

は全分娩 801 件中 570 件

が対象で、うち 403 件（完

遂率 70.7%)でした。 

○周産期センターの看護

体制の見直しを行いまし

た。また個室化・面会の緩

和など、よりよい環境づくり

を周産期センター運営委

員会を中心に引き続き検

討しています。 

市立病院 

産後ケア事業  産後の心身ともに不安定

になりやすい時期に、家

族等から産後の支援を受

けられない、育児不安が

強いなど、支援を必要とす

る方を対象に、助産師によ

る相談や宿泊しての助産

師支援を実施し心身の安

定を図り育児不安を早期

に軽減します。また母子保

健コーディネーターによ

り、母子手帳交付時に全

妊婦と面談を行い、支援

プランを作成し安心して出

産が迎えられるよう相談体

制をさらに充実させます。 

○助産師相談件数

546 件 

○助産師相談件数 450

件 

○産後、家事や育児の支

援を必要とする方や、育児

不安等により助産師への

相談を希望する方が利用

しました。 

○助産師相談件数は 通

所型 344 件、宿泊型 28

件 

○家事育児支援助成件数

は 146 件 

保健課 
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乳児家庭全訪

問事業 

 生後２か月頃に全乳幼

児を対象に保健師が訪問

指導を実施し、乳児の発

育状況を把握し、保護者

の相談に応じることで育児

不安の軽減に努め、支援

が必要な家庭に対しては

関係機関につなげるなど

適切な支援を行います。 

○訪問件数 751 人、 

訪問実施率 98.9％ 

○訪問件数 667 人、訪

問実施率 100％ 

〇乳児の発育状況及び育

児環境を確認しました。ま

た、産後うつ質問票によ

り、母の心の状態を把握

し、その後のフォロー、育

児支援につなげました。 

〇未実施理由は、入院、

転入前の自治体にて新生

児訪問が済んでいるため

飯田市での訪問を希望さ

れなかったことによるもの

です。 

○訪問児数 558 人。訪問

実施率 99.3％ 

保健課 

乳幼児健康診

査等事業 

 地域健康ケア計画を推

進する中で、乳幼児の健

診・相談（４か月児健診、７

か月児相談、12 か月児相

談、１歳６か月健診、２歳

児相談、３歳児健診）にお

いては、心身の発育の状

況の確認及び適切な指導

等を行い、乳幼児の健康

の保持及び増進を図り、

必要に応じて専門相談の

継続へとつなげます。健

診・相談は対象人数を適

正にし、きめ細やかな対応

に取り組みます。 

○乳幼児健診受診率

96.4％ 

○乳幼児健診受診率

100％ 

〇幼児健診では 1 回あた

りの受診者数を減らし、き

め細やかな相談ができる

体制を整えました。また健

診後、必要に応じて電話・

来所相談を行い、専門機

関につなげる等の継続支

援を行いました。 

〇未受診者には未受診理

由を把握し、個々の理由

に応じた個別対応を行い

ました。 

○乳幼児健診受診率

97.1% 

保健課 

 遊びの広場では対象者

についての整理や基準を

設け適切な支援を実施し

ます。 

○遊びの広場の実施

12 回 

○継続実施 〇母の育児不安の解消や

児の発達支援のため、ふ

れあい遊びや個別相談を

実施しました。 

○実施回数 12 回 

 

②子育ての学び合いの推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

乳幼児学級、 

乳幼児教育支

援事業 

 保護者の子育て学習の

場として乳幼児学級をす

べての地区で実施しま

す。乳幼児を持つ保護者

や、転入したばかりの家庭

などが「孤独な子育て」に

陥らないよう、保健師の家

庭訪問や公民館広報など

で周知を行い、乳幼児学

級の機会を通じて子育て

家庭同士の交流を深めま

す。また、子育てサークル

やネットワークの活動に対

する支援を行います。 

    ○内容や実施方法の工夫

を継続し感染予防対策を

講じて実施しました。参加

者の減少により開催が難し

くなる地区も出てきていま

すが、保育園との連携や

複数地区での合同開催と

するなどの工夫をし、身近

な地域で参加できる体制

を整えました。 

〇父親対象の育児学級、

また父親に限らず祖父母

等他の家族を対象としたフ

ァミリー学級などの教室

を、各地区で 18 回開催し

ました。ファミリー学級とし

ない通常の乳幼児学級で

も育児休暇中の父親の参

加が増えてきています。 

○実施回数 464 回、参

加延人数 3,950 人、実組

数 667 組 

保健課 
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パパママ教室

事業 

 妊婦の不安を軽減し安

心して出産育児を迎えら

れるようパパママ教室を開

催します。また、妊婦とそ

の家族が協力して子育て

を行えるよう、母子手帳交

付時に対象者への周知を

図るとともに、受講しやす

い日程での開催や魅力あ

る内容にします。夫をはじ

め家族の協力により支え

合う子育てを実現するため

家族の健康教育に取り組

みます。 

○参加延人数 364

人、 うち夫や家族の

数 110 人 

○参加延人数 300 人、 

うち夫や家族の数 100

人 

〇多くの方が夫婦で参加

されていました。 

〇参加後のアンケートで

は、「参加しようと思った理

由」と「参加してよかったこ

と」が一致しており、多くの

方のニーズを満たせる教

室であったと考えます。参

加者からは、夫婦二人で

育児についてのイメージ

が持てた、赤ちゃんのお

世話について知ることがで

きた、先輩パパママの話

が参考になった、との感想

がありました。 

○参加延人数 390 人、う

ち夫や家族の数 187 人 

保健課 

母子保健学習

事業 

 中学生を対象に、乳幼

児とのふれあい体験授業

や母子保健学習を通し、

自分の命を大切することと

身近な人を思いやる気持

ちを育てる機会をつくりま

す。また高校生に対して

は、小さな子どもと接する

機会を拡大していけるよう

にします。 

○高校実施数４校 ○中学実施数全学校、 

高校実施数５校 

〇新型コロナウイルス感染

症の影響により、令和２年

度から４年間中止していま

したが、令和６年度から再

開しました。 

〇乳児とのふれあいを通

して、自分自身も愛情深く

多くの方々に見守られな

がら育てられてきたこと

や、将来こどもを持つとい

うイメージができる機会に

なったという感想がありまし

た。 

〇体験学習の参加が限ら

れた生徒のみであることか

ら、令和７年度からは多く

の高校生が参加できる形

に発展させ、将来の妊娠

や子育てのためのからだ

づくりに視点をおいた内容

に変更していく予定です。

○参加高校 ３校、実施回

数 ６回、参加人数 58 人 

保健課 

 

☆基本目標３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

①いいだ型自然保育の推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

いいだ型自然

保育事業の推

進事業 

 本市には、「地域の子ど

もは、地域で守り育てる」と

いう住民意識が息づいて

います。保育所や認定こど

も園では、地域密着型の

自然体験・食農体験・地域

行事などに積極的に取り

組みながら、生きる力の基

礎となる豊かな感性や表

現力を育みます。 

    ○市内の 23 園の認定こど

も園等は「信州やまほいく

認定」を取得しており、地

域の豊かな自然の中で全

身を使って直接自然と触

れ合う経験を通して、豊か

な心情や思考力の芽生え

を育みました。 

○おやすづくりや餅つきな

どの地域の季節行事や、

田んぼ・畑などの体験活

動を通して、地域の方々と

ふれあい、食の大切さを知

る機会となりました。 

〇信州やまほいくポータル

サイトや園だより、インスタ

グラムでも自然保育の様

子を配信することで、保護

者や地域の方に活動に対

する関心を持っていただ

けました。 

保育家庭課 
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②環境教育の推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

環境教育の推

進事業 

 幼少期から物を大切に

することや資源を大切に

することを学ぶため、リサイ

クル活動（野菜くずの堆肥

作り、ごみ分別）を行いま

す。子どもたちだけでな

く、保護者も一緒になって

取り組むことにより環境教

育の充実を図ります。 

    〇公立認定こども園等で

は、生ごみ処理機ででき

た堆肥を園での野菜作り

や、各家庭へ持ち帰り家

庭菜園で利用してもらう取

り組みを行いました。 

保育家庭課 
 

③コミュニティスクールの推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

幼保小連携の

推進事業 

 幼児期から義務教育期

への円滑な接続が行われ

るよう、幼児教育と初等教

育の指導者が連携し、早

い段階から子どもの状況

把握に努めます。「飯田市

育ちと学びのリーフレット」

を作成・配布し、保護者が

活用することで就学への

不安感を和らげます。保

育所・認定こども園・小学

校はお互いに連携し、幼

児教育・初等教育の理念

や内容について相互理解

を深めるため、情報交換

会や合同職員会の開催、

幼保小連携推進部会の設

置に向けて取り組みます。 

    ○継続実施 

○園小連携推進委員会を

開催し、こどもたちを取り

巻く現状等を共有し、園小

の「育ちと支援のつながり」

について協議しました。具

体的には、リーフレットの

活用、引継ぎシートの活

用、園小連携を意識した

取組実践例等について意

見交換しました。 

○小中連携・一貫教育推

進に関わる、各中学校区

で実施されている合同職

員会・研修会等へ有志の

園教職員が参加しました。

○保護者の就学への不安

感を和らげることを目的の

一つとして、「育ち」と「学

び」をつなぐリーフレットを

市内の全ての年中園児家

庭及び小学校１年担任に

配布しました。 

○各園のそれぞれの取組

として、保育教諭等による

小学校の授業参観、小学

校教諭による教育・保育施

設の保育参観、園児と小

学校児童との交流活動を

行いました。 

保育家庭課 

こども課 

学校教育課 
 

コミュニティスク

ール推進事業 

 地域住民の方々に、子

どもの教育や学校運営に

ついて協議いただくなど、

学校と地域がこんな子ども

を育てたいという、目指す

子どもの姿や願いを共有

しながら、地域と学校が一

体となって子どもを育てる

持続可能な取り組みを、

関係機関と協力しながらさ

らに推進します。 

    ○市内全ての小中学校の

学校運営協議会におい

て、学校、地域、保護者等

が目指す子ども像やその

実現に向けた取組等につ

いて共有し、相互に連携し

ながら取り組みを進めまし

た。 

○特に、令和７年度から取

組をはじめる｢飯田学園構

想｣について勉強会等を

開催し、理解を深めるとと

もに、スタートに向けた準

備を進めました。 

○令和７年度から市内９学

園に設置する｢学園学校

運営協議会」について、周

知を図るとともに組成に向

けた準備を進めました。 

学校教育課 
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飯田型キャリア

教育推進事業 

 リニア時代の主役となる

子どもたちが、変化の激し

いこれからの時代にあっ

て、確かな学力・基礎的体

力・自己肯定感・課題解決

の力を備え、グローバルな

視野とふるさとへの慈しみ

をあわせもち、飯田に心根

をおいて地球規模で交

流・活躍・貢献しながら生

き抜く力を獲得するための

教育を、学校、家庭、地

域、行政の協働で進めま

す。 

〇小中一貫キャリア教

育の推進  

   小学校 19 校、中学

校９校 

〇継続実施 ○市内全ての小中学校

（小学校 19 校、中学校９

校）で実施しました。 

学校教育課 

子ども読書活動 

推進事業 

 乳幼児期、学童期に読

書の楽しさや知識を習得

する喜びを体感すること

は、子どもの心の成長にと

って大切と考えられます。 

図書館では子どもの読書

体験を促すため発達段階

に応じた取り組みを実施し

ます。乳児期では７か月児

相談での絵本プレゼント、

幼児期では保育所との連

携により家庭に本を貸し出

す取り組みを行い、親子

読書の推進を図ります。 

さらに学童期では図書館

と学校・地域が協力し、子

どもの読書習慣の定着

や、情報を収集し活用す

る力の育成に取り組みま

す。 

    ○「はじめまして絵本」プレ

ゼント事業（７ヵ月児）を 48

回 587 名（対象者の

100％）に実施しました。 

○「おともだち絵本」プレゼ

ント事業（４歳児）を 698 名

（対象者の 100％）に実施

しました。 

○保育所等への団体貸出

を実施しました。家庭への

絵本持ち帰り実施園数は

31 園でした。 

○家庭読書推進の講座を

公民館と連携して行いまし

た。 

○小中学校図書館担当者

と共同で作成したリストを

活用し、読書活動を推進

しました。 

○小学生の自発的な読書

を推進することにつながる

ような講演会や、市民とと

もに考えるワークショップを

開催しました。 

○年代に応じた読書推進

の取り組みを継続しまし

た。 

中央図書館 

④放課後子どもプランの推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

放課後子ども教

室運営事業 

 地域と行政が協力して、

学校開放の取り組みや学

校施設の有効利用とあわ

せ運営事業を充実させま

す。高齢者と子どもたちを

つなぐ交流促進の場とな

っていることから、地域の

方々が持つ知識や技術を

子どもたちに伝え、地域で

子どもを育む活動への参

加を促します。このためコ

ーディネーターやボランテ

ィアスタッフの育成に取り

組みます。また、子どもに

関わる機会を増やすこと

で、地域で青少年を見守

る大人の子育て意識の醸

成に努めます。 

    ○丸山小学校区、竜丘小

学校区、下久堅小学校

区、追手町小学校区、座

光寺小学校区の５か所で

実施しました。 

○スポーツ、工作のほか、

火おこし体験、歴史探訪、

果樹収穫体験、お正月遊

び、科学工作教室など、

地域の特色を生かした活

動を行いました。 

学校教育課 

⑤食育活動の推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 
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食育の推進事

業 

 朝食欠食率の減少を目

指し若い世代・働き盛り世

代を中心に朝食を食べる

ことの大切さを伝えていき

ます。また、食品ロス削減

に関する情報提供や啓発

活動など、環境を意識しつ

つ多様な暮らしに対応し

た望ましい食生活実現の

ため、市民の方が主体的

に取り組める食育を推進し

ます。食農体験は園や学

校と協議を進める中で、各

地区農業振興会議やＪＡ

等関係機関と連携を図り

ながら引き続き推進してい

きます。 

 公立保育園及び小中学

校における「主要野菜」に

ついては、飯田市食育推

進計画により数値目標を

掲げ、地元農産物の利用

率を高めます。また、公立

保育園では地元で採れる

「旬の果物」については、

すべて地元農産物を利用

します。 

○朝食夕食を家族と

一緒に食べる共食率 

朝食 56％、 夕食 

62％ 

○朝食夕食を家族と一

緒に食べる共食率 

朝食 61％、 夕食 65％ 

〇広報いいだ６月号や本

庁舎 A 棟１階市民ギャラリ

ーにて、共食の大切さに

ついて啓発活動を行いま

した。（ファミリークッキング

の様子等） 

〇小中学生とその家族を

対象に、一緒に食事を作

り食べることを楽しむ共食

の機会として「ファミリーク

ッキング」を５回開催しまし

た。 

〇市民意識調査の「朝食

と夕食を家族と一緒に食

べる共食率」については、

朝食 54.1％、夕食 67.9％

となりました。 

保健課 

○公共の教育施設に

おける、主要野菜 10

品目における年間を

通じた地元農産物利

用率 

学校 42％、保育園

45％ 

○公共の教育施設にお

ける、主要野菜 10 品目

における年間を通じた

地元農産物利用率 

学校 46％、保育園

48％ 

○公共の教育施設におけ

る、主要野菜 10 品目にお

ける年間を通じた地元農

産物利用率： 学校 

42.4％ 

○上郷小学校、高陵中学

校の学校給食では有機野

菜の使用の試行を継続し

ました。 

○試験的に栽培した地元

産有機米を使用した米飯

を、全ての小中学校に２日

間提供しました。 

〇上郷小学校、高陵中学

校の学校給食で年間を通

じて有機野菜使用の試行

的取組を行いました。 

○全小中学校の学校給食

に、有機米の提供を行い

ました。（２日間） 

○未就学児親子向けに有

機農業体験教室「オーガ

ニックファーム」を行いまし

た。 

○市田柿活性化推進協議

会と連携して小学校で市

田柿の加工体験を行いま

した。 

農業課 

保育家庭課 

学校教育課 
 

○離乳食講座の実施 

24 回 

○継続実施 〇全 24 回実施しました。

栄養士による離乳食の話

のあと、参加者に調理実

習をしていただき、試食し

てもらいました。試食中は

お子さんの食べる様子や

保護者の与え方を歯科衛

生士と確認し、個別指導を

実施しました。 

保健課 

 

☆基本目標４ 職業生活と家庭生活との両立の推進 

① 夫婦が、お互いを尊重し合いながら子育てと仕事を両立する働き方を提唱 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

「みんなで子育

てナビ」 

「いいだパパナ

 妊娠期から主に就学前

までの情報を掲載した、子

育て応援情報誌「みんな

で子育てナビ」、新米パパ

○「みんなで子育てナ

ビ」発行部数 1,300 部 

○「いいだパパナビ」

発行部数 1,000 部 

○「みんなで子育てナ

ビ」発行部数 800 部 

○「いいだパパナビ」発

行部数 800 部 

○みんなで子育て応援サ

ポーター会議により、作成

した子育て応援情報誌

「みんなで子育てナビ」

こども課 
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ビ」の 

編集・発行事業 

向け情報誌「いいだパパ

ナビ」を編集し、母子健康

手帳交付時や転入時に配

布します。編集委員は、子

育て世代の飯田市民から

公募し子育て当事者の視

点から「子育てに欲しい地

域情報」を自由に議論し

作成していただきます。

「みんなで子育てナビ」は

飯田市ホームページ（飯

田市子育てネット）と連動

し、パソコンやスマートフォ

ンで閲覧できるようになっ

ています。 

1,200 部発行しました。 

○当市独自の子育て情報

を充実させた「いいだパパ

ナビ」を 880 部発行しまし

た。 

○これらの情報冊子は、

民生児童委員にも配布

し、地域の方々への周知

を広げました。 

「孫ナビ」の編

集・発行事業 

 「孫ナビ」は、祖父母向け

の子育て情報誌です。昔

と違う今どきの子育ての情

報をわかりやすく説明しま

す。 

－ ○「孫ナビ」発行部数  

1,600 部 

〇「まご手帳」を 1,300 部

発行し、子育て家庭へ２部

ずつ配布しました。 

こども課 

ながの子育て

家庭優待パス

ポート事業 

 18 歳未満の子どもがい

る世帯の方や妊娠中の方

が、協賛店で「ながの子育

て家庭優待パスポート」を

提示すると、子育てにやさ

しい設備の提供や割引・

優待などのサービスを受

けられる制度です。（長野

県事業）子育て中の親子

が、気兼ねなく外出するこ

とができるとともに、地域全

体で子育てを応援すること

を推進します。本市では市

内協賛店の拡大に向け、

長野県に協力するとともに

パスポートの配布事務を

担当します。 

○ながの子育て家庭

優待パスポート協賛

店舗数 233 件 

○ながの子育て家庭優

待パスポート協賛店舗

数 

250 件 

○協賛店舗 222 店(6 年度

末時点) 

○新規および再発行のパ

スポートの配布事務を行

いました。 

○協賛店舗を紹介するチ

ラシを作成し、パスポート

新規発行家庭のほか、市

内の保育所の年少組児童

のいる全家庭、小学１年生

のいる全家庭、中学１年生

のいる全家庭へ配布し、

周知を図りました。 

○タウン情報紙を通じて、

パスポート事業と協賛店舗

を広く紹介し、子育てに温

かい地域づくりの気運醸

成を図りました 

こども課 

休日保育事業  仕事などの都合により、

日曜や祝日に家庭で保育

ができないときに保育所で

一時的な預かりを実施しま

す。 

○実施園１か所（飯田

中央保育園） 

○継続実施 〇実施園２か所 

（飯田中央保育園、飯田

子供の園保育園） 

保育家庭課 

 

②介護と子育ての両立のための相談支援を推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

ダブルケアの相

談窓口事業 

 近年、晩婚化等を背景

に子育てと親の介護を同

時に引き受ける、育児と介

護のダブルケアが指摘さ

れています。ダブルケアを

行っている人数や割合、

問題や社会的支援の必要

性の把握に努め、ダブル

ケアに対応した相談窓口

などの体制整備に取り組

みます。 

○ダブルケア相談窓

口の設置 1 か所 

○継続実施 〇どこに相談していいかわ

からない相談を「福祉まる

ごと相談窓口」で受け止め

てきましたが、ダブルケア

に関する相談はありません

でした。（福祉課 長寿支

援課） 

福祉課 

長寿支援課 

保育家庭課 

こども課 
 

③仕事と家庭生活の調和を図る「ワーク・ライフ・バランス」事業の推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

ワーク・ライフ・ 

バランス推進事

業 

 男女がお互いに主体的

に子育てを行い、ワーク・

ライフ・バランス（仕事と生

活の調和）を図りながら子

○セミナーの実施（企

業向け、一般向け）２

回 

○セミナーの実施（企業

向け、一般向け）２回 

（令和４年度） 

○キャリアコンサルタントの

資格を持つ、ワーク・ライ

フ・バランス推進員により、

従業員 100 人以下規模の

共生・協働推進課 

産業振興課   

こども課 
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育てを楽しみ暮らすことが

できる社会の実現に向け、

事業所や労働者への啓発

活動や研修会等を実施し

ます。また、働きやすい職

場づくりに取り組む事業所

の個別相談等に応じなが

ら、社員の子育て応援宣

言や特定事業主行動計画

の策定に向けたＰＲ活動を

実施し支援に努めます。 

○企業訪問の実施

227 社 

○企業訪問の新規訪問  

実施 

事業所３2 社を訪問し、ワ

ーク・ライフ・バランスへの

実態把握及び、関連情報

の提供等を行いました。 

○子育てなどの理由により

仕事から離れた女性を対

象に、デジタルスキルの向

上とテレワークを実践的に

学べる就業支援を組み合

わせたセミナーを開催しま

した。 

○起業女性の他、働く女

性や、再就職を希望する

女性も含めた交流会を実

施し、情報交換や必要な

情報提供を行いました。 

 

☆基本目標５ きめ細やかな支援の推進 

①特別な配慮が必要な子どもへの、寄り添い型支援を推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

途切れない発

達支援体制整

備事業 

 発達に何らかの心配が

あり、特別な配慮が必要な

子どもや家庭に対し、一人

ひとりの特性に合わせた

発達支援を行うため、各分

野による協働体制をさらに

充実させます。また保護者

のニーズにあった適切な

サービスにつなぐことで安

心して子育てができるよ

う、相談支援体制の向上

に努めます。 

○福祉型児童発達支

援利用児童 45 人 

○放課後デイサービ

ス利用児童 245 人 

○計画相談利用児童

290 人 

○サービスを利用する

障がい児の割合 71％ 

○福祉型児童発達支援

利用児童 50 人 

○放課後デイサービス

利用児童 250 人 

○計画相談利用児童

300 人 

○サービスを利用する

障がい児の割合 75％ 

〇福祉型児童発達支援利

用児童 44 人（居宅訪問型

3 人含む） 

〇放課後等デイサービス

利用児童 354 人 

〇計画相談利用児童 388

人 

〇サービスを利用する障

がい児の割合 75.63 ％ 

福祉課 

○親子支援グループ 

「ゆいっこ」参加家庭 

-組 

○入園前発達支援学

級「ばななクラブ」参加

家庭 

 15 組 

○親子支援グループ 

「ゆいっこ」参加家庭 40

組 

○入園前発達支援学級

「ばななクラブ」参加家

庭 

 15 組 

○親子支援グループ 

「ゆいっこ」21 回実施、の

べ 74 組の利用がありまし

た。 

〇入園前発達支援学級

「ばななクラブ」は 40 回実

施し、9 組のべ 231 人が利

用されました。 

こども課 

特別な配慮が

必要な子どもへ

の幼保小連携

事業 

 乳幼児健診等での早期

からの相談や、市内全保

育所・認定こども園で配慮

が必要な子どもへの早期

支援を行い、一人ひとりの

発達支援ニーズに合った

個別の支援が保護者とと

もに幼児期から学童期へ

と継続されるよう連携強化

を図ります。また、保育所・

認定こども園における、特

別な配慮が必要な子ども

とそのクラスに対する個別

の指導計画の作成につい

て推進します。 

    ○発達に特性のあるこども

への途切れのない支援に

向け、特に支援を必要とす

る園児について小学校で

引き続き適切な支援を受

けられるため引継ぎシート

を活用しました。 

○5 歳児相談事業を公立

園で実施し、集団の場で

の社会性の発達状況を確

認し、就学に向けて伸ばし

たい力や支援内容を園職

員とともに検討した。○引

継ぎシートの更なる活用に

向け、全保育園及び小学

校にアンケートを実施しま

した。 

○引継ぎシートについて、

様式を変更し、より効果的

に園小間で情報の共有が

できるようにしました。 

○就学相談と連携し、就

学を見越した園生活の過

ごし方、育てたい力を共に

考え、園の先生方へ助言

しました。 

学校教育課 

保育家庭課 

こども課 
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就学相談支援

事業 

 特別な配慮が必要な児

童生徒や家族に対し、そ

の子の教育的ニーズに応

じた計画的かつ適切な指

導、必要とする支援を行う

ことにより特別支援教育の

充実と資質向上を図りま

す。また、学校に引き続き

支援員を配置することで、

生活・学習活動・介助等の

支援を行います。 

すべての年長児保護者に

教育支援（就学相談）に関

して広報し、特別な学びの

場（特別支援学校・特別支

援学級など）について紹

介し、当事者や関係者の

理解の促進に取り組みま

す。 

○就学相談説明会 90

人 

○特別支援教育支援

員数 42 人 

○特別支援教育コー

ディネーター28 人 

○就学相談説明会 90

人 

○特別支援教育支援員

数 43 人 

○特別支援教育コーデ

ィネーター28 人 

○特別な教育的配慮を必

要とするこどもの保護者等

を対象とした就学相談説

明会を 3 回開催、計 75 名

の参加がありました。この

他、こども発達センターひ

まわりを利用する保護者に

向けて就学相談会も実施

しました。 

○就学児 693 名(R5 比:43

名減)の内、就学相談要否

の早期調査対象となった

児は 135 名(R5 比:15 名

増)、就学相談委員会の対

象となった児は R5 と同様

65 名でした。 

○就学相談説明会 75 人

○特別支援教育支援員数

49 人 

○特別支援教育コーディ

ネーター71 人 

 

学校教育課 

保育家庭課 

こども課 

女性相談・ＤＶ

被害者支援事

業 

 女性の抱える様々な問

題に対しての相談、緊急

的な保護を含めた自立支

援を関係機関と連携して

行います。ＤＶ被害を含め

女性を取り巻く課題は複

雑化多様化しており、より

適切に対応するため相談

員の人材育成や体制強化

に取り組み、女性相談や

ＤＶ被害者への相談支援

を行います。 

    〇離婚や身近な人との人

間関係、心配事など、様々

な困難を抱える女性からの

相談に対して、女性相談

支援員を中心としたスタッ

フが、相談者の思いに寄り

添った相談支援を行いま

した。 

〇ＤＶ被害により支援を求

める女性に対して、女性相

談支援員及び関係機関が

連携し、安全面を十分に

考慮したうえで、本人の意

向に沿った支援を実施し

ました。 

保育家庭課 

こども課 

ヤングケアラー

実態調査 

   ○こども・若者の意識と生

活に関するアンケート調査

により、こども・若者自身へ

ヤングケアラーに関する認

知度について調査しまし

た。 

○小学４年-中学３年の回

答 3,779 件のうち「聞いた

ことがあり内容も知ってい

る」が 18.7％「聞いたことは

あるがよく知らない」が

17.4％、16 歳-39 歳の回

答 387 件のうち「聞いたこ

とがあり内容も知っている」

が 63.0％「聞いたことはあ

るがよく知らない」が

17.6％でした。 

こども課 

 

②ひとり親家庭の自立と、進学・就職の夢をサポート 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

ひとり親自立支

援事業 

 父母の離婚や死別など

により、子どもを養育して

いるひとり親家庭等の生活

の安定と自立を助け、子ど

もの福祉の増進を図るた

め支給します。（児童扶養

手当） 

 看護師・保育士・介護福

祉士等の経済的自立に効

果的な資格を習得する際

に、修学期間中の生活費

○児童扶養手当の支

給 833 世帯 

○高等職業訓練促進

支給１件 

○母子父子寡婦福祉

資金の貸付 33、677

千円 

○児童扶養手当の支給 

継続実施 

○高等職業訓練促進支

給５件 

○母子父子寡婦福祉資

金の貸付 継続実施 

【児童扶養手当】 

〇児童扶養手当を必要と

するひとり親世帯に対し、

必要な情報を提供し、適

切に手当が受給できるよう

に対応しました。 

○児童扶養手当資格者数 

809 人 内受給者数 660

人（８月末現在） 

〇３歳以下の乳幼児を養

育する低所得のひとり親世

保育家庭課 
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を支給します。 

（高等職業訓練） 

帯の自立を支援する目的

により、民間賃貸住宅の家

賃補助を実施しました。 

○ひとり親世帯生活支援

事業対象世帯数 ９世帯

【高等職業訓練促進支給】

〇就労による自立を目指

し、看護師や社会福祉士

等の資格を取得のため、

高等教育機関に修学する

ひとり親家庭の母に対し

て、高等技能訓練促進費

を支給し、修学中の生活

の支援を行いました。 

○高等職業訓練促進給付

金支給件数 ４件 

〇就業に有利な資格を取

得するため、 対象の教育

訓練講座を受講し、修了し

たひとり親家庭の母に自

立支援費給付金を支給し

ました。  

○自立支援教育支給件数 

１件  

【母子父子寡婦福祉資金

の貸付】 

〇母子父子自立支援員

が、ひとり親家庭における

就学資金等を確保するた

めの相談に応じ、適切な

情報提供を行いました。情

報提供を受け、他制度の

利用へと移行された方もい

ますが、福祉資金の貸付

申請に至った相談者につ

いては、県の審査会へと

つなぎました。 

〇今年度貸付は１人、計

1,837,500 円 

③子育てに係る経済的負担を軽減 

事業名 事業内容 現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 担当課等 

実施状況 

不妊及び不育

症治療費助成

事業 

 高額な治療費がかかり、

医療保険が適用されない

特定不妊治療及び男性不

妊について経済負担軽減

のため一部を助成します。

また不妊治療等に関する

情報提供や不妊・不育相

談についても行います。 

○不妊治療費助成件

数 113 件 

○不育症治療費助成

件数 0 件 

○不妊治療費助成件数

100 件 

○不育症治療費助成件

数５件 

○不妊治療費助成件数

154 件 

（特定不妊治療 111 件、

検査・一般不妊治療 43

件） 

○不育症治療費助成件数

０件 

不妊・不育症相談日を週１

日設定し８件の相談があり

ました。 

保健課 

妊婦健診費助

成事業 

 母子ともに安全安心な出

産を迎えるため、妊婦健

診検査を定期的に受診で

きるよう、費用の助成や受

診勧奨を行います。 

○妊婦健診費利用者

数 1,208 人 

○妊婦健診費利用者数

1,070 人 

○安全安心な出産を迎え

られるよう、妊婦健診を定

期的に受診できる費用の

助成を行いました。 

実施場所：産科医療機

関、助産所 

検査項目(補助内容）：一

般 14 枚、超音波４枚、追

加検査５枚に記載する検

査項目 

実施時期：4/1～3/31 

○妊婦健診利用人数 853

人 

保健課 
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児童手当支給

事業 

 ０歳から 15 歳まで（中学

を卒業するまでの子）がい

る世帯に対して、子どもの

人数や年齢に応じ、年３回

に分けて支給されます。 

○児童手当支給延べ

数：150,740 人 

 児童手当支給金額：

1,680,055 千円 

○継続実施 〇年度末年齢 18 歳以下

の児童（高校生年代）まで

の子供がいる世帯に対し

て、児童手当を支給しまし

た。 

 児童手当支給延べ数 ：

125,985 人 

 児童手当支給金額  ：

1,583,970 千円 

〇令和６年 10 月の児童手

当法の改正により、次のと

おり制度が拡充されまし

た。 

① 所得制限の撤廃 

② 支給期間を高校生年

代まで延長 

③ 第 3 子以降の支給額

を 3 万円に増額 

④ 支払回数を偶数月の

年 6 回に増加 

保育家庭課 

子ども医療費給

付事業 

 すべての子どもが安心し

て医療を受けられ、医療

機関を受診しやすい環境

を整えるため、０歳から満

18 歳までの子どもを対象

として医療費を給付しま

す。 

○給付件数 130,719

件 

○給付件数 122,000 件 〇子育て家庭の経済的負

担の軽減を図るために、令

和６年８月からこども福祉

医療費給付事業の受給者

負担金を 300 円に引き下

げました。 

・０歳から満 18 歳までの子

どもを対象とした医療費給

付件数 162,626 件実施し

ました。 

保健課 

保育料等の軽

減事業 

 子育て世代の負担軽減

のため、令和元年 10 月か

らスタートした「幼児教育・

保育の無償化」の制度と

合わせ、18 歳未満のきょう

だいが２人以上いる世帯

については、所得に関わ

らず副食費を免除します。

また、無償化の対象外とな

る住民税課税世帯の３号

認定の保育料の軽減を行

います。 

○保育料軽減率

35.75％ 

 副食費免除対象者

数（国制度上乗せ） -

人 

○保育料軽減率 継続

実施 

副食費免除対象者数

（国制度上乗せ） 325

人 

〇3 号認定保育料の軽

減 ・軽減率 45.8％ 

〇副食費の免除   ・免除

対象者数(国制度上乗

せ)314 人 

〇子育て世代の負担軽減

のため令和６年９月より保

育料の軽減を拡充しまし

た。 

・同一生計の 22 歳未満の

兄・姉から数えて２人目以

降の子どもが入所している

場合２人目は 50％軽減、３

人目は無料 

・第２子２歳児クラス無料 

・低所得帯第１子 50％軽

減、第２子無料 

保育家庭課 

就学援助事業 

（児童クラブ軽

減含む） 

 経済的な理由等により、

学用品や学校給食費等の

支払いが困難な家庭に対

し費用の全額または一部

を補助します。また、生徒

会費などの援助対象品目

について検討します。 

○学用品援助対象者

1,013 人 

○継続実施 ○就学援助対象者全体

1,050 人（学用品費・学校

給食費他） 

学校教育課 

奨学金貸与事

業 

 進学を希望するも経済

的理由により就学が困難

な学生に対し、教育の機

会均等を確保するため、

引き続き無利子で奨学金

を貸与します。また、本市

に就職等により移住した場

合には返還金の一部を免

除する仕組みも整えます。 

○奨学金貸与者 45

人 

○継続実施 ○奨学金貸与者 43 人 学校教育課 
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☆基本目標６ 地域のみんなで支え合う子育ち・子育ての推進 

 
①「地域の子を地域で育てる」子育て支援の地域づくりを推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

おめでとう赤ち

ゃん訪問活動

事業 

 民生児童委員が、生後４

か月児のいる家庭へ訪問

し、市長メッセージやプレ

ゼントを渡します。訪問で

は、子育ての困りごと等を

聞きとり、地域の生活情報

をアドバイスするほか、家

庭と行政とのパイプ役とし

て子育ての見守り役である

ことを伝えます。 

    〇継続実施 

〇主任児童委員（民生児

童委員）により、生後４カ月

児のいる家庭への訪問活

動を実施しました。訪問で

は、子育ての不安や困りご

とを訊ねたり、地域の子育

て情報をお届けするととも

に、更生保護女性会の

『生まれてきてくれてありが

とう』セットや、紙おむつ処

分費支援のための燃やす

ごみ袋を配布（令和６年度

新規）しました。 

○家庭訪問数 543 件。 

こども課 

②安全安心なまちづくりを推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

子育てにやさし

い街づくり事業 

 他の関連する計画や各

整備計画との整合を図り

ながら、歩道整備等（階段

のスロープ化など）子育て

親子の外出を支援し、利

用しやすい環境整備を進

めます。 

    市道改良において、公園

周辺や市街地など、年次

計画で歩道整備を進めて

います。 

市道 2-49 号長野原線（時

又）L=103.0m（片歩道）、

市道 1-27 号大休妙琴線

（切石）L=48.0m（片歩

道）、市道座光寺 250 号

線（座光寺）L=122.0m（片

歩道）、市道松尾 64 号線

（代田）L=42.0m（水路有

蓋化）、市道山本 367 号

線（山本）L=30.0m（水路

有蓋化）、市道上郷 60 号

線（飯沼）L=69.0m（水路

有蓋化）の整備を実施しま

した。 

その他、上郷地区北区ゾ

ーン 30 プラス整備計画に

基づき、1-85 号桜畑線

（高陵中学校前）において

スムーズ横断歩道 2 箇

所、また県道歩道未整備

区間対策として隣接する

市道千代 77 号線（千栄）

L=10.0m（階段）の整備を

実施しました。 

土木課 

青少年育成事

業 

 地育力による人づくり、

青少年の健全育成や青少

年保護活動等を行うため、

引き続き青少年育成セン

ターを運営します。また本

市の青少年健全育成基本

方針に基づき、青少年の

健全育成に関する活動を

担うため、青少年育成推

進委員を置きます。青少

年育成推進委員は地域団

体、関係機関等との連携

による啓発・巡視などの活

動を行い青少年が健全に

育つ環境整備に努めま

す。 

    〇情報交換、情報共有の

ための全体会議を実施し

ました。(１回) 

〇「青少年の非行・被害防

止全国強調月間(７月)」、

「子ども・若者育成支援強

調月間(11 月)、「わが家の

結いタイム推進月間(７月、

11 月、２月)」に啓発活動

を実施しました。(青少年

健全育成、家庭教育の啓

発を兼ねて行っているた

め、合計３回) 

〇県主催の研修会(１回) 

生涯学習・スポー

ツ課 
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子どもの見守り

活動推進事業 

 犯罪や事故のない安全

安心なまちを目指して、

市・警察・福祉・教育関係

機関やＰＴＡ・安心子ども

の家・子ども見守り隊など

の各種防犯ボランティアの

連携による防犯活動で

す。引き続き、子どもたち

が安心して地域で過ごせ

るよう、ボランティア活動の

普及啓発を進めます。ま

た、警察・学校等からの安

心メールなどを活用し、犯

罪やトラブルが起きないよ

う地域づくりに努めます。 

    〇不審者や熊に関する情

報など、児童生徒の身に

危険が及ぶ可能性がある

事案が発生した際は、速

やかに情報を全校と共有

するとともに、状況により警

察、学校、家庭、地域等関

係者と連携し、児童生徒

の安全確保を図りました。 

危機管理課 

生涯学習・スポー

ツ課 

学校教育課   

保育家庭課 

中山間地域振

興事業 

 飯田市中山間地域振興

計画に基づき、人口減少

を最小限に留めるため、

近居・同居支援などの補

助メニューや空き家活用

事業と合わせ、地域への

人財※誘導を推進してい

きます。 

※人が地域にとって財産

であるという意味で中山間

地域振興事業において使

用しています。 

    〇子育て世代が親世代と

の近居や同居を目的に、

中山間地域へ家を新築・

増築・リフォームするため

の支援を実施。 

○R６補助金交付件数：６

件 

結いターン移住

定住推進課 

③地育力による子育ち応援を推進 

事業名 事業内容 
現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 
担当課等 

実施状況 

居場所づくり事

業 

 学習・自然体験学習・遊

びの場など、子どもたちが

自ら企画・運営する活動

や居場所づくりを応援しま

す。 

ひきこもりや不登校などの

子どもが抱える悩み・苦し

みに対して、電話相談や

訪問活動を実施し、社会

参加に向けて本人や家族

への継続した支援を行い

ます。支援にあたってはＮ

ＰＯ法人フリーウイングと引

き続き連携します 

    ○飯田長期欠席児童生徒

支援ネットワーク協議会等

を通じて、不登校児童生

徒の支援や居場所づくり

を行っている団体との情報

共有や連携を図りました。

○不登校児童生徒等を対

象に、自然体験活動を実

施しました。 

○希望する不登校児童生

徒による事業所における

職業体験活動等を実施し

ました。 

公民館 

学校教育課 

【追加事業】 

地域こどもの生

活支援事業 

〇多様かつ複合的な困難

に直面しているこども等の

居場所づくりを支援しま

す。 

  〇夏休みの居場所をはじ

め、多様かつ複合的な困

難に直面しているこども等

の居場所づくりに取り組む

者に対して、新たに地域こ

どもの生活支援事業補助

金を創設し交付しました。

○補助対象とした感環

KUME ハウスでは、全市

の小学生向けに夏休みの

居場所を提供するととも

に、多様かつ複合的な困

難に直面している小中学

生等への食事や体験の提

供に取り組みました。 

こども課 

子育てに関す

る地域課題の

把握と検討 

 地域福祉計画を踏まえ

つつ、主任児童委員会な

どを通じて子育てに関する

地域課題を把握し検討し

ていきます。 

    ○各地区の主任児童委員

が、ブロック会を通じて地

域の課題を共有し、活動

の検討を行いました。 

○主任児童委員会におい

て、地区の活動内容につ

いて報告し合い、情報を

共有しました。特に令和６

年度は、新たに取り組んだ

こども課 
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おめでとう赤ちゃん訪問で

の「もやすゴミ袋の配布」

について、訪問先の様子

や取組の効果等について

話し合いました。 

〇子育て応援サイトへの

投稿、母子モによるプッシ

ュ通知、ゆいきっず広場公

式 Instagram を活用し、こ

ども・子育て関連情報の発

信を充実しました。 

○子育て応援サイトには、

夏休みのこども・子育て関

連イベントや居場所情報

などをカレンダー方式で掲

載し、子育て家庭の利用

に供しました。 

④教育・保育人材の確保を、地域の中から発掘 

事業名 事業内容 現状 

（平成 30 年度） 

事業規模 

（令和６年度） 

令和６年度 担当課等 

実施状況 

教育・保育人材 

確保事業 

 幼児教育・保育施設の

安定的な運営を支援する

ため、幼児教育・保育人材

の発掘や就業支援、人材

確保のための移住定住を

促進します。また、保育従

事者等の技能向上やキャ

リアアップなどの支援、質

の向上を図る活動支援を

行います。 

    〇飯田短期大学と協働

し、保育士資格を持たな

い保育補助員のスキルア

ップを図る保育補助員支

援員研修を実施しました。

〇保育士を目指す高校生

や短大生等を対象にアル

バイト雇用しました。（40 

人） 

〇民間保育所等における

幼児教育保育人材の採用

と定着に向けた支援を実

施しました。 

 ・就職（復職）支度支援 

11 件 

 ・宿舎借上支援 20 件 

 ・インフルエンザ予防接

種 484 人 

〇県内外の保育士養成校

に「飯田の保育の魅力」を

知ってもらえるよう、学校訪

問を行いました。 

保育家庭課 

地域協働型保

育所等 

運営モデルの

推進 

 地域の協力・協働を得

て、公立保育所等の保育

標準時間の運営のための

人材を確保します。 

①地域の協力・協働を受

けながら公立保育園の開

所時間を延長 し てい

く。（上限は保育標準時

間） 

②延長する時間帯の保育

は、地域から発掘された地

元人材を市がパート職員

として任用して運営する。

なお、地元人材が当該地

元 保育園へ勤務するよう

配慮する。 

③延長される時間帯の園

児は核家族世帯である場

合が多いことから、地域と

の協働により園内イベント

を企画開催するなど、対

象家庭が「地域が見守っ

ている」と安心を感じられる

よう配慮する。 

    〇「地域協働型運営モデ

ル」を実践しました。 

・丸山、上久堅、川路、三

穂保育園の長時間保育の

地元人材の雇用を引き続

き行いました。 

保育家庭課 
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 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の展開

教育・保育の量の見込み及び確保の状況

【１号認定　教育・保育事業の量の見込みと確保の内容】

量の見込み

確保の内容

差引

【２号認定　教育・保育事業の量の見込みと確保の内容】

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み（教育） 230 337 329 318 312 306 55 53 53 50 51 50

量の見込み（保育） 1,539 2,244 2,186 2,188 2,076 2,036 370 349 351 345 340 327

確保の内容（教育） 230 337 329 318 312 306 55 53 53 50 51 50

確保の内容（保育） 1,539 2,244 2,186 2,188 2,076 2,036 370 349 351 345 340 327

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み（教育） 52 84 75 76 73 70 38 69 71 64 63 61

量の見込み（保育） 349 541 490 520 476 475 255 463 471 438 423 407

確保の内容（教育） 52 84 75 76 73 70 38 69 71 64 63 61

確保の内容（保育） 349 541 490 520 476 475 255 463 471 438 423 407

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み（教育） 17 27 25 29 30 32 35 61 60 56 54 52

量の見込み（保育） 111 182 169 198 194 212 231 409 395 386 363 343

確保の内容（教育） 17 27 25 29 30 32 35 61 60 56 54 52

確保の内容（保育） 111 182 169 198 194 212 231 409 395 386 363 343

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み（教育） 33 43 45 43 41 41 1 0 0 0 0 0

量の見込み（保育） 217 289 301 295 276 269 5 11 9 6 4 3

確保の内容（教育） 33 43 45 43 41 41 1 0 0 0 0 0

確保の内容（保育） 217 289 301 295 276 269 5 11 9 6 4 3

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

208 204

208 204

0 0

飯田東・西中学校区

数値区分
竜峡・竜東中学校区 高陵中学校区

数値区分
緑ヶ丘中学校区 旭ヶ丘中学校区

１号認定 人

290 220

290 220

0 0

214

214

0

単

位
数値区分

全体

人

単

位

単

位

人

施策の方向性

（１）全地区において、11時間以上の保育サービスがあるまちを目指します

（２）全地区において、３歳未満児を家庭で養育しながら、３歳以上児が無償で幼児教

育施設へ通えることができるまちを目指します

（３）乳児・３歳未満児の子育てに寄り添い、効果的に支援するまちを目指します

（４）教育・保育施設については、地区ごとの特性に応じて個別にマネジメントします

（５）行政が、多様な主体による教育・保育の運営をしっかりサポートします

保育家庭課

区分
単

位
数値区分

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

人

人

令和５年度

実施状況

〇保育要件の有無にかかわらず、就学前３年間幼児教育を受けることが

できるよう民間保育所７園が保育所型認定こども園に、民間保育所２園

が幼保連携型認定こども園に移行しました。

〇１号認定については、計画値に対して94人上回りましたが、認定こど

も園（幼保連携型・地方裁量型・保育所型）の弾力的な対応により、量の

見込みを確保しています。

〇２号認定については、中学校区域の保育需要に対する利用定員は確

保しています。

〇３号認定（２・１歳児及び０歳児）については、利用定員の弾力的な運

用（利用定員120％）や中学校区間での入所調整により、保育需要に対

する利用定員の確保ができています。

〇広域入所の受け入れについて、３号認定にあっては、原則として利用

定員の100％までとし、年度途中の入所を市民優先としました。

〇３歳未満児の配置基準を上回る職員を雇用し、年度途中の３歳未満

児の入所定員枠を確保する民間保育所等に対して当該職員の人件費

に要する経費の一部を支援しました。

令和６年度

実施状況

〇保育要件の有無にかかわらず、就学前３年間幼児教育を受けること

ができるよう民間保育所1園が保育所型認定こども園に、民間保育所1

園が幼保連携型認定こども園に移行しました。

〇3歳未満児保育の受入数増加を図り、小規模保育事業A型を認可施

設として開所しました。それにより未満児の受入数が10名増加しまし

た。

〇1号認定については、計画値に対して90人上回りましたが、認定こど

も園（幼保連携型・地方裁量型・保育所型）の弾力的な対応により、量

の見込みを確保しています。

〇２号認定については、中学校区域の保育需要に対する利用定員は

確保しています。

〇３号認定（２・１歳児及び０歳児）については、利用定員の弾力的な運

用（利用定員120％）や中学校区間での入所調整により、保育需要に

対する利用定員の確保ができています。

〇広域入所の受け入れについて、３号認定にあっては、原則として利用

定員の100％までとし、年度途中の入所を市民優先としました。

〇３歳未満児の配置基準を上回る職員を雇用し、年度途中の３歳未満

児の入所定員枠を確保する民間保育所等に対して当該職員の人件費

に要する経費の一部を支援しました。

0

200

200

２号認定

単

位
数値区分

鼎中学校区 遠山中学校区

区分
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【３号認定（２・１歳）　教育・保育事業の量の見込みと確保の内容】

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み 957 1,098 1,064 1,058 1,046 1,037 247 160 153 152 152 155

確保の内容 957 1,022 1,023 1,030 1,037 1,037 247 284 284 284 284 284

差引 0 △ 76 △ 41 △ 28 △ 9 0 0 124 131 132 132 129

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み 201 256 254 250 246 241 164 201 189 193 191 188

確保の内容 201 218 218 223 223 223 164 182 185 185 188 188

差引 0 △ 38 △ 36 △ 27 △ 23 △ 18 0 △ 19 △ 4 △ 8 △ 3 0

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み 45 94 103 98 100 102 169 197 182 183 178 175

確保の内容 45 39 41 41 44 44 169 175 175 175 175 175

差引 0 △ 55 △ 62 △ 57 △ 56 △ 58 0 △ 22 △ 7 △ 8 △ 3 0

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み 128 188 182 181 178 175 3 2 1 1 1 1

確保の内容 128 112 112 114 115 115 3 12 8 8 8 8

差引 0 △ 76 △ 70 △ 67 △ 63 △ 60 0 10 7 7 7 7

【３号認定（０歳）　教育・保育事業の量の見込みと確保の内容】

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み 236 276 270 263 260 257 67 53 52 52 51 52

確保の内容 236 219 229 238 251 257 67 80 80 80 80 80

差引 0 △ 57 △ 41 △ 25 △ 9 0 0 27 28 28 29 28

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み 38 84 83 80 78 75 34 64 62 60 59 58

確保の内容 38 27 32 37 43 49 34 24 26 29 34 34

差引 0 △ 57 △ 51 △ 43 △ 35 △ 26 0 △ 40 △ 36 △ 31 △ 25 △ 24

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み 8 20 21 22 23 24 49 27 25 24 24 23

確保の内容 8 4 9 10 12 12 49 52 52 52 52 52

差引 0 △ 16 △ 12 △ 12 △ 11 △ 12 0 25 27 28 28 29

R06実績 R2 R3 R4 R5 R6 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

量の見込み 38 28 27 25 25 25 2 0 0 0 0 0

確保の内容 38 28 28 28 28 28 2 4 2 2 2 2

差引 0 0 1 3 3 3 0 4 2 2 2 2

単

位
数値区分

鼎中学校区 遠山中学校区

人

人

単

位
数値区分

竜峡・竜東中学校区 高陵中学校区

人

区分
単

位
数値区分

全体 飯田東・西中学校区

３号認定

（０歳）
人

単

位
数値区分

緑ヶ丘中学校区 旭ヶ丘中学校区

人

単

位
数値区分

鼎中学校区 遠山中学校区

人

旭ヶ丘中学校区

人

単

位
数値区分

竜峡・竜東中学校区 高陵中学校区

単

位
数値区分

緑ヶ丘中学校区

飯田東・西中学校区
区分

単

位
数値区分

全体

３号認定

（２・１歳）
人
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地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保の状況

①延長保育事業 【担当課：保育家庭課】

②子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 【担当課：こども課】

【量の見込み及び確保の内容（ショートステイ）】

【量の見込み及び確保の内容（トワイライトステイ）】

③地域子育て支援拠点事業（子育てつどいの広場） 【担当課：こども課】

　通常保育の保育時間は午前8時から午後4時です。一般的な長時間保育実施園では午前7時30分から午後7時まで実施しており時間を延長し

た保育も実施しています。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

690

確保の内容（人日） 355 754 737 717 703 690

量の見込み（人日） 355 754 737 717 703

0

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

差引 0 0 0 0 0

R6

量の見込み（人日） 142 174 168 162 157 152

Ａ

〇通常保育の時間を超えて保育を必要としている家庭

のニーズに年度を通じて応えられるよう人材確保など各

園、努めました。

〇家庭状況に応じ、通常保育の時間を超えて保育利

用を必要としている家庭の希望に添えるよう人材確保

等に努めました。

　保護者の疾病やその他の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困難となった場合や、経済的な理由により緊急一時的に児童

を保護することが必要な場合等に、児童養護施設等で一定期間、養育・保護を行います。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5

152

差引 0 0 0 0 0 0

確保の内容（人日） 142 174 168 162 157

R6

量の見込み（人日） 25 1 1 1 1 1

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5

1

差引 0 0 0 0 0 0

確保の内容（人日） 25 1 1 1 1

　妊娠期から就園前までの親子が無料で気軽に利用できる子育て支援施設です。親子が遊び交流できる居場所、子育て相談、子育て情報の提

供や子育て講習会などを行います。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

Ａ

○市内の乳児院1か所及び児童養護施設３カ所におい

て、養育が困難となり一時的に保護が必要となった18歳

未満の児童に対し実施しました。

○利用枠が広くないため希望者の調整に苦慮しました。

○市内の乳児院1か所及び児童養護施設３カ所と里

親において、養育が困難となり一時的に保護が必要と

なった18歳未満の児童に対し実施しました。

○施設の利用枠が少ないため、希望する日程の調整

に苦慮しました。

42,879

確保の内容（か所） 11 12 12 12 12 11

量の見込み（人日） 36,420 46,319 45,461 44,412 43,565

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

Ａ

〇コロナ感染症が５類へ移行したため、利用数制限を解

除するとともに、対面型・集合型の子育て講座やお楽し

み企画を展開しました。未就親子の交流や悩みの共有

の場となりました。

〇「いいだ子育て応援ひろば」を開催し、180組以上の

親子に参加してもらいました。

〇対面型・集合型の子育て講座やお楽しみ企画を展

開しました。未就親子の交流や悩みの共有の場となり

ました。

〇「いいだ子育て応援ひろば」を開催し、220組の親子

に参加してもらいました。
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④一時預かり事業（在園児除く） 【担当課：保育家庭課】

量の見込み（人日）

確保の内容（人日）

⑤認定こども園における預かり保育事業（幼稚園型） 【担当課：保育家庭課】

量の見込み（人日）

確保の内容（人日）

⑥病児・病後児保育事業（おひさまはるる） 【担当課：保育家庭課】

　保護者の就労や病気等により一時的に家庭での保育が困難な場合や、保護者が用事を済ませたりリフレッシュしたりする機会を提供するため、

保育所、認定こども園で一時的な預かりを実施します。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

821

402 905 882 854 837 821
預かり保育

402 905 882 854 837

0

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

差引 0 0 0 0 0

40,950

Ａ

〇一時的に家庭での保育が困難な家庭や保護者の用

事やリフレッシュの機会を確保するための支援を年度を

通じて行なえるよう努めました。

〇一時的に家庭での保育が困難な場合や、保護者の

ニーズに合わせて一時的な保育利用が行えるように努

めました。

　認定こども園の教育時間終了後に、定期的な預かり保育を希望する保護者のニーズや子育て支援の観点から認定こども園によって異なりますが

園内で継続的に預かり保育を実施します。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

0

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

39,780 38,610 37,830 37,050

差引 0 0 0 0 0

預かり保育

（幼稚園型）

42,434 40,950 39,780 38,610 37,830 37,050

42,434

R6

量の見込み（人日） 637 716 709 702 695 688

Ａ

〇1号認定児童の受入れ施設が増加し、各園定期的に

預かり保育を希望する保護者のニーズに応え、継続的に

預かり保育を行いました。

〇家庭状況により預かり保育のニーズが増えていること

があるため、継続的に利用してもらえるよう努めました。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5

　保護者が急にまたは何日も休暇を取得できないとき、病気の子どもを個別に保育するため医療機関と連携して病児･病後児保育を実施します。

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

Ａ

〇病児保育を必要とする保護者（医療、介護、流通業、

公務員など）の支援に努めました。

〇病児保育を必要とする保護者（医療、介護、流通

業、公務員など）の支援につながりました。また、病児

保育予約システムの開発（業務委託）・導入を行い、病

児保育利用者や病児保育施設職員の利便性向上に

努めました。

688

差引 0 0 0 0 0 0

確保の内容（人日） 637 716 709 702 695
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⑦ファミリー・サポート・センター事業 【担当課：こども課】

⑧利用者支援に関する事業（基本型・母子保健型⇒R6からこども家庭センター型） 【担当課：こども課、保健課】

量の見込み（か所）

確保の内容（か所）

量の見込み（か所）

確保の内容（か所）

⑨妊婦健診事業 【担当課：保健課】

　受診券方式により厚生労働大臣の定める基準に従って妊婦健康診査の受診を推進します。

　地域において育児援助を受けたい人、援助を行いたい者がそれぞれ会員となり、事務局が連絡調整を行いお互いに助け合う活動を推進支援し

ます。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

1,264

確保の内容（人日） 1,953 1,380 1,349 1,312 1,287 1,264

量の見込み（人日） 1,953 1,380 1,349 1,312 1,287

Ａ

○子育てをしながら、安心して働くことのできる環境づくり

のために、依頼会員・協力会員相互の援助活動が行わ

れ子育てを地域で助け合う一助になっている。協力会員

が「つどいの広場」を活用して、こどもを一時預かりできる

ようになりました。

○子育てをしながら、安心して働くことのできる環境づ

くりのために、依頼会員・協力会員相互の援助活動が

行われ子育てを地域で助け合う一助になっています。

昨年からつどいの広場で一時預かりができるようにな

り、申込みがQRコードでできるため、つどいの広場での

回数が増加しました。

　子育てに関する総合的な支援の中核として、子育て支援員の配置により子育てに関わる相談・支援・助言等を行うとともに、関係機関との連絡

調整や子育て支援事業の情報提供も行います。また、母子保健コーディネーターの配置により妊娠期からの相談支援体制を整え実施します。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4

0

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

差引 0 0 0 0 0

1 1

1

1 1 11

1 1 1

1 1 1 1 1

1

R5 R6

1 1
基本型

1

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

Ａ

〇母子保健コーディネーター、及び子育て支援員を配

置し、妊娠期から子育て期に必要な情報提供や相談へ

の対応、関係機関との連絡調整等を行いました。

〇窓口、電話、ゆいきっず広場、乳幼児健診や関係機関

等の様々な場面で相談を受付け、保護者が安心して子

育てできるよう、専門スタッフでの対応や、継続した支援

を実施しました。

〇母子保健コーディネーター、及び子育て支援員を配

置し、妊娠期から子育て期に必要な情報提供や相談

への対応、関係機関との連絡調整等を行いました。

〇窓口、電話、ゆいきっず広場、乳幼児健診や関係機

関等の様々な場面で相談を受付け、保護者が安心し

て子育てできるよう、専門スタッフでの対応や、継続し

た支援を実施しました。

母子保健型
1 1 1 1

1

8,225

確保の内容

実施場所：県内医療機関、県外子個別契約医療機関

検査項目：基本健診14枚、追加検査5枚、超音波検査4枚

実施時期：4/1～3/31

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

量の見込み（人） 6,477 9,018 8,766 8,552 8,351

Ａ

○安全安心な出産を迎えるため、妊婦健診を定期的に

受診できるよう、費用の助成をしました。

○安全安心な出産を迎えるため、妊婦健診を定期的

に受診できるよう、費用の助成をしました。
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⑩乳児家庭全戸訪問事業 【担当課：保健課】

⑪養育支援家庭訪問事業 【担当課：こども課】

R6

量の見込み（人） 562 731 711 693 677 667

　生後２か月頃の乳幼児を対象に保健師が訪問指導を実施、乳児の発育状況を把握し母親の育児不安を軽減します。訪問ができないご家庭に

対しては、必ず保健師の電話相談などですべての乳幼児の健康管理を行います。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5

667

差引 4 0 0 0 0 0

確保の内容（人） 558 731 711 693 677

　子育てに不安を感じている家庭、養育が困難な家庭に対し、面接相談・訪問援助・子どもの発達指導などを実施して、子育てが安定してできる

ように支援することで、家庭の育児不安を緩和し、育児の行き詰まり防止に取り組みます。

数値区分 R06実績 R2 R3 R4 R5 R6

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

Ａ

○未実施４人は、入院中や転出入のためであり、それ以

外すべての2か月児に対し状況把握した。入院中の児に

ついては電話での相談支援を行いました。

〇未実施４名のうち、３名は転入前自治体で訪問済２

名と希望されない方が１名。入院中の１名については、

電話での相談支援を行いました。

Ａ

○子育て支援ネットワーク協議会が調整機関となり、養

育が困難な家庭に対し面接相談・訪問援助・子どもの発

達指導などを実施して、安定した子育てができるよう支

援し相談内容に沿った対応を心掛けることで不安や孤立

化の防止に努めた。

○養育支援に関する専門は保健師、公認心理師、家庭

児童相談員（教員OB）、社会福祉士。

○養育家事援助スタッフは保育士、子育てOB等が養育

支援家庭訪問登録員研修を受講し登録員として活動し

た。（訪問登録員40人）

○要保護児童対策地域協議会が調整機関となり、養

育が困難な家庭に対し面接相談・訪問援助・こどもの

発達指導などを実施して、安定した子育てができるよう

支援し相談内容に沿った対応を心掛けることで不安や

孤立化の防止に努めた。

○養育支援に関する専門は保健師、公認心理師、家

庭児童相談員（教員OB）、社会福祉士。

223

確保の内容
実施体制：10人

実施機関：こども課

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

量の見込み（人） 292 223 223 223 223
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⑫　放課後児童健全育成事業 【担当課：学校教育課】

単位：人

R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６

量の見込み 853 973 970 967 964 962 76 84 83 82 81 80 26 20 20 20 20 20

確保の内容 853 998 1,000 1,000 1,000 1,000 76 80 80 80 80 80 26 25 25 25 25 25

差引 0 25 30 33 36 38 0 △4 △3 △2 △1 0 0 5 5 5 5 5

量の見込み 120 49 49 49 49 49 1 4 4 4 4 4 9 1 1 1 1 1

確保の内容 120 49 49 49 49 49 1 4 4 4 4 4 9 1 1 1 1 1

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

量の見込み 973 1,022 1,019 1,016 1,013 1,011 77 88 87 86 85 84 35 21 21 21 21 21

確保の内容 973 1,047 1,049 1,049 1,049 1,049 77 84 84 84 84 84 35 26 26 26 26 26

差引 0 25 30 33 36 38 0 △4 △3 △2 △1 0 0 5 5 5 5 5

R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６

量の見込み 18 23 23 23 23 23 39 45 45 45 45 45 139 140 140 140 140 140

確保の内容 18 25 25 25 25 25 39 50 50 50 50 50 139 140 140 140 140 140

差引 0 2 2 2 2 2 0 5 5 5 5 5 0 0 0 0 0 0

量の見込み 2 1 1 1 1 1 14 3 3 3 3 3 0 7 7 7 7 7

確保の内容 2 1 1 1 1 1 14 3 3 3 3 3 0 7 7 7 7 7

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

量の見込み 20 24 24 24 24 24 53 48 48 48 48 48 139 147 147 147 147 147

確保の内容 20 26 26 26 26 26 53 53 53 53 53 53 139 147 147 147 147 147

差引 0 2 2 2 2 2 0 5 5 5 5 5 0 0 0 0 0 0

R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６

量の見込み 12 25 25 25 25 25 13 15 15 15 15 15 14 12 12 12 12 12

確保の内容 12 28 28 28 28 28 13 16 16 16 16 16 14 12 12 12 12 12

差引 0 3 3 3 3 3 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0

量の見込み 8 2 2 2 2 2 11 1 1 1 1 1 3 1 1 1 1 1

確保の内容 8 2 2 2 2 2 11 1 1 1 1 1 3 1 1 1 1 1

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

量の見込み 20 27 27 27 27 27 24 16 16 16 16 16 17 13 13 13 13 13

確保の内容 20 30 30 30 30 30 24 17 17 17 17 17 17 13 13 13 13 13

差引 0 3 3 3 3 3 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0

R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６

量の見込み 2 8 8 8 8 8 18 30 29 28 27 26 45 60 60 60 60 60

確保の内容 2 8 8 8 8 8 18 28 30 30 30 30 45 70 70 70 70 70

差引 0 0 0 0 0 0 0 △2 1 2 3 4 0 10 10 10 10 10

量の見込み 1 0 0 0 0 0 6 2 2 2 2 2 12 4 4 4 4 4

確保の内容 1 0 0 0 0 0 6 1 1 1 1 1 12 4 4 4 4 4

差引 0 0 0 0 0 0 0 △1 △1 △1 △1 △1 0 0 0 0 0 0

量の見込み 3 8 8 8 8 8 24 32 31 30 29 28 57 64 64 64 64 64

確保の内容 3 8 8 8 8 8 24 29 31 31 31 31 57 74 74 74 74 74

差引 0 0 0 0 0 0 0 △3 0 1 2 3 0 10 10 10 10 10

　放課後に帰宅しても家族がいない小学生の安全安心な居場所づくりとして児童館・児童センター・児童クラブの事業を実施します。子どもたちの将来の自立に向け、自主性・創
造性・社会性の向上に努めます。土曜日は保護者当番制とせず児童支援員により運営できるよう地域人材を確保するよう見直しを進めます。

認定区分 数値区分
全体 丸山小学校 追手町小学校

低学年
１～３年生

高学年
４～６年生

計

認定区分 数値区分

認定区分 数値区分
下久堅小学校 上久堅小学校 千代小学校

座光寺小学校 松尾小学校

低学年
１～３年生

高学年
４～６年生

計

浜井場小学校

低学年
１～３年生

高学年
４～６年生

計

認定区分 数値区分
龍江小学校 竜丘小学校

低学年
１～３年生

高学年
４～６年生

計

千栄小学校
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R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６

量の見込み 28 20 20 20 20 20 18 23 22 21 20 20 38 53 53 53 53 53

確保の内容 28 22 22 22 22 22 18 22 22 22 22 22 38 53 53 53 53 53

差引 0 2 2 2 2 2 0 △1 0 1 2 2 0 0 0 0 0 0

量の見込み 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 11 2 2 2 2 2

確保の内容 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 11 2 2 2 2 2

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

量の見込み 29 21 21 21 21 21 18 24 23 22 21 21 49 55 55 55 55 55

確保の内容 29 23 23 23 23 23 18 23 23 23 23 23 49 55 55 55 55 55

差引 0 2 2 2 2 2 0 △1 0 1 2 2 0 0 0 0 0 0

R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６

量の見込み 120 140 140 140 140 140 146 160 160 160 160 160 101 110 110 110 110 110

確保の内容 120 140 140 140 140 140 146 160 160 160 160 160 101 110 110 110 110 110

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

量の見込み 13 7 7 7 7 7 21 7 7 7 7 7 7 5 5 5 5 5

確保の内容 13 7 7 7 7 7 21 7 7 7 7 7 7 5 5 5 5 5

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

量の見込み 133 147 147 147 147 147 167 167 167 167 167 167 108 115 115 115 115 115

確保の内容 133 147 147 147 147 147 167 167 167 167 167 167 108 115 115 115 115 115

差引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

R06実績 R２ R３ R４ R５ R６ R06実績 R２ R３ R４ R５ R６

量の見込み 0 5 5 5 5 5 0 0 0 0 0 0

確保の内容 0 9 9 9 9 9 0 0 0 0 0 0

差引 0 4 4 4 4 4 0 0 0 0 0 0

量の見込み 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

確保の内容 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0

差引 0 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0

量の見込み 0 5 5 5 5 5 0 0 0 0 0 0

確保の内容 0 10 10 10 10 10 0 0 0 0 0 0

差引 0 5 5 5 5 5 0 0 0 0 0 0

認定区分 数値区分
川路小学校 三穂小学校 山本小学校

数値区分
上村小学校 和田小学校

低学年
１～３年生

高学年
４～６年生

計

認定区分 数値区分
伊賀良小学校 鼎小学校 上郷小学校

低学年
１～３年生

高学年

４～６年生

計

A

公立23か所、私立5か所、計28か所で計942人を受け入
れました。うち4年生以上の受け入れ実績があるのは20か

所でした。また、8か所では5、6年生を受け入れることがで
きました。

28支援単位（公立23か所、私立５か所）で、973人の児童を受
け入れました。４年生以上の児童を19支援単位で受け入れまし

た。また、５支援単位では５、６年生を受け入れることができまし
た。

低学年

１～３年生

高学年
４～６年生

計

当年度評価
令和５年度 令和６年度

実施状況 実施状況

認定区分
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児
童
相
談
所

福
祉
事
務
所

そ
の
他

福
祉
事
務
所

保
健
セ
ン
タ
ー

そ
の
他

幼
稚
園

学
校

教
育
委
員
会

R６相談件数 47 2 0 14 147 6 7 1 0 85 0 0 12 0 26 0 0 0 33 3 0 6 389

R６虐待相談件数 8 0 0 1 8 1 0 1 0 4 0 0 0 0 18 0 0 0 1 0 0 1 43

家
族
・
親
戚

近
隣
・
知
人

児
童
・
本
人

そ
の
他

計

児
童
委
員

都道府県 市町村

保
育
所

児
童
福
祉
施
設

指
定
医
療
機
関

認
定
こ
ど
も
園

警
察
等

保
健
所

医
療
機
関

学校等

里
親

４－２ こども家庭支援 

 
１ こども課での相談・支援 

こども課では、発達相談、教育相談、虐待を早期に予防する相談など、広く子育ての悩みに対応し

た相談を扱う。必要に応じて関係機関と連携し、適切な支援につなげる。 
 
（１） 相談実績 
ア 令和６年度新規相談受付経路別件数 

イ 令和６年度新規年齢別相談種類別受付件数 
 

児

童

虐

待

相

談

そ

の

他

の

相

談

肢
体
不

自

由

相

談

視
聴
覚

障

害

相

談

言
語
発

達

障

害

等

相

談

重

症

心

身

障

害

相

談

知

的

障

害

相

談

発

達

障

害

相

談

ぐ
犯
行

為

等

相

談

触
法
行

為

等

相

談

性

格

行

動

相

談

不

登

校

相

談

適

性

相

談

相

談

育

児

・

し

つ

け

０歳 0 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3 23

１歳 3 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 21 1 34

２歳 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18 0 0 50 2 75

３歳 5 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 0 0 34 2 56

４歳 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20 0 0 7 3 34

５歳 5 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 43 0 2 6 1 59

６歳 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 0 0 0 9

７歳 2 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 10

８歳 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 8

９歳 1 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 10

10歳 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 8

11歳 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 9

12歳 5 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2 12

13歳 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 7

14歳 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 4 8

15歳 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 4

16歳 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4

17歳 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5

18歳以上 0 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14

計 43 86 0 0 0 0 0 0 0 0 0 105 2 3 120 30 389

育成相談 そ

の

他

の

相

談

計

養護相談 保

健

相

談

障害相談 非行相談
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ウ こども課の新規・継続相談 

年度
新規

ケース数
継続

ケース数
計

Ｒ２ 499 666 1,165

Ｒ３ 473 684 1,157

Ｒ４ 464 641 1,105

Ｒ５ 401 563 964

Ｒ６ 389 443 832  

エ 被虐待児童の年齢 

4 14 6 14 8 11 8 19 9 4 97

4.1% 14.4% 6.2% 14.4% 8.2% 11.3% 8.2% 19.6% 9.3% 4.1% 100%

5 8 8 8 6 4 6 26 9 5 85

5.9% 9.4% 9.4% 9.4% 7.1% 4.7% 7.1% 30.6% 10.6% 6.0% 100%

2 2 4 7 3 3 7 41 10 5 84

2.4% 2.4% 4.8% 8.3% 3.6% 3.6% 8.3% 48.8% 11.9% 6.0% 100%

1 2 3 2 1 3 5 25 7 2 51

2.0% 3.9% 5.9% 3.9% 2.0% 5.9% 9.8% 49.0% 13.7% 3.9% 100%

0 3 2 5 2 5 1 19 5 1 43

0.0% 7.0% 4.7% 11.6% 4.7% 11.6% 2.3% 44.2% 11.6% 2.3% 100%
Ｒ６受付

４歳 ５歳１歳未満年齢 １歳 ２歳 ３歳 ６歳 小学生 中学生 高校生 計

Ｒ２受付

Ｒ３受付

Ｒ４受付

Ｒ５受付

 

オ 被虐待児童の年代・虐待種別 

０～３歳 10 0 0 0 2

４～６歳 6 0 1 1 0

小学生 11 0 7 1 3

中学生 2 0 3 0 2

高校生・その他 0 0 1 0 1

計 29 0 12 2 43

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 計
保護の怠慢・
拒否

 
カ 虐待相談の主な虐待者 

実父
実父以外
の父親

実母
実母以外
の母親

その他 計

虐待相談件数 11 0 24 1 7 43  
 

(2) 相談等の支援実績 

子育て世帯に対する訪問支援は、支援が必要な家庭に対し計画的に家庭支援を行うことで、児童虐待

防止に繋げる。家事・育児支援には、研修により養成された子育て世帯訪問支援員（令和６年度登録者

数 36 人）があたるほか、こども課専門職による家庭訪問や面接等の専門的支援を実施することで児童

虐待を防ぐ。 
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訪問・支援件数 

年度 
子育て世帯訪問支援事業 虐待防止のための専門的支援 

家庭数 延件数 家庭数 延件数 

Ｒ２ ５ 50 245 2,398 

Ｒ３ ５ 70 280 2,245 

Ｒ４ ４ 41 350 2,785 

Ｒ５ ５ 45 308 2,546 

Ｒ６ ２ 12 247 2,040 

 
２ 飯田市要保護児童対策地域協議会 

児童福祉法第 25 条に基づき設置。要保護児童、特定妊婦等の通告を受付け、当該ケースの家庭養

育状況等の調査に基づき、緊急度判断も含めた対応の必要性や支援方針を決定する。また、支援機関

との情報の共有化を図り、支援方針に沿った各機関の役割分担を取りまとめ、効果的な支援を実施す

る。併せて、ケース進行管理を実施する。 
（１）代表者会議 年１回 
（２）実務者会議 年４回 
（３）受理会議  週１回 
（４）個別ケース会議 随時 

 
３ 発達支援 
（１）保育所・認定こども園巡回訪問相談 

こども家庭課職員が保育所・認定こども園からの依頼で訪問し、支援を必要としているこどもの発達

特性についてアセスメントを行い、集団場面での対応方法や環境調整について園職員とともに検討する。

また、必要に応じて保護者に対してもこどもの発達特性への理解や関わり方について助言を行うなど、

園と協働して保護者支援に取り組む。 
巡回相談件数 

年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 
巡回相談件数 93 110 106 113 74 

【要保護児童対策地域協議会構成機関】 

・飯田医師会         ・飯田下伊那歯科医師会    ・長野県看護協会飯田支部 

・長野県助産師会飯下地区   ・飯田市民生児童委員協議会   

・飯田人権擁護委員協議会中部支部 

・長野県飯田保健福祉事務所  ・長野県飯田児童相談所    ・飯田警察署 

・飯田広域消防本部      ・市内保育所         ・市内認定こども園 

・市内の小学校及び中学校   ・市内の児童センター及び児童クラブ  

・市内の児童養護施設、乳児院 ・飯田市地域子育て支援拠点つどいの広場 

・長野県飯田養護学校     ・飯伊圏域障がい者総合支援センター 

・放課後等デイサービス事業所 ・飯田市ファミリーサポートセンター 

・飯田市教育委員会      ・飯田市こども未来健康部（こども課・保育家庭課・保健課） 

（調整機関）飯田市こども未来健康部こども課 
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（２）親子支援グループ『ゆいっこ』・入園前発達支援学級 
ア 親子支援グループ『ゆいっこ』 
乳幼児健診（１歳６か月～２歳）における継続相談児童と家庭を対象とし、こどもの支援ニーズ

をアセスメントするとともに、こどもの発達や家庭状況に合った子育てを保護者が見つけていける

よう伴走し、早期支援を実施する。 

１グループ３～４組で実施し、１クール５回とする 

   実施回数 21 回  利用親子のべ組数 74 組 

イ 入園前発達支援学級 

次年度、保育所・認定こども園に入る予定の、発達に特性のあるこどもや支援を必要とする親子

を対象としたグループ活動。それぞれのこどもの発達に応じた活動場面設定と個別配慮により、こ

どもの集団参加意欲や、認知・運動機能、コミュニケーションスキル、集団活動の中で必要となる

生活スキルの習得等を促す。併せて、保護者の子育て相談や保育園・認定こども園の入園に向けて

つなぎ支援を実施する。 

実施回数 40 回  実組数 ９組  のべ利用人数 231 組。 

（３）５歳児相談事業 

幼児期から就学期へ、スムーズな連携のためにも就学前の時期に集団の中でのこどもの発達状況を

確認し、特性に合わせた適切な支援につなげる必要性がある。５歳児相談事業をこどもの成長を見守

っていくためのひとつの機会として位置づけ、５歳頃に高まってくる社会性の部分に着目しながら集

団生活や家庭内でのこどもの様子を振り返り、それぞれのこどもについて今後伸ばしていきたい力を

保護者と支援者が共有していく取り組みを行う。 

公立園 14園で実施（令和７年度以降、民間園にも拡充予定）。 

 
４ ゆいきっず広場事業 

就学前の親子が集まれる場として、スタッフが常駐した「ゆいきっず広場」を市役所りんご庁舎

内の「キッズルーム」に設置しており、親子で一緒に遊んだり、他の利用者と交流したり、子育て

の相談もできる。また、広場では親子で楽しく学ぶ「ゆいきっず講座」開催し、毎月「ゆいきっず

通信」を発行して情報発信を行っている。 
 

・ゆいきっず広場の新規登録者数    ・広場新規利用者年代     ・ゆいきっず講座利用    

                      (令和６年度)         年代(令和６年度) 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年代 利用組数 

0 歳 37 

１歳 32 

2 歳 14 

3 歳 1 

4 歳以上 0 

年代 新規利用人数 

0 歳 195 

１歳 114 

2 歳 51 

3 歳 27 

4 歳 21 

5 歳 16 

6 歳(未就学) 3 

平成27年度 992 2,282 7月開始

平成28年度 791 4,648

平成29年度 652 5,107

平成30年度 678 4,931

令和元年度 394 4,290 休館1か月

令和2年度 94 953 休館2か月

令和3年度 190 1,623 休館1.5か月

令和4年度 212 1,597

令和5年度 352 3,489

令和6年度 427 3,753

新規登録者
利用親子組

数
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５ 地域子育て支援拠点 
就園前の子育て中の親子が利用し交流や講習会、子育てに関する情報提供、相談を行っている。特

定のデイリープログラムを持たず自由に出入りできる。 

令和６年度 実施曜日 実施時間 
年間実 

施日数 

年間利用延べ数 １日平均 

利用人数 おとな こども 合計 

座光寺つどいの広場 月～金 9:30～15:30 235 3,095 3,350 6,445 27.4 

わいわいひろば 月～金 9:30～14:30 231 3,963 4,098 8,061 34.9 

子育てサロンおしゃべりサラダ 月～金 10:00～15:00 243 1,640 1,746 3,386 13.9 

アイキッズスクエアいくら 火～木 9:30～15：00 156 1,484 1,706 3,190 20.4 

ひだまりサロン 月～金 10:00～15:00 236 1,916 2,521 4,437 18.8 

くまさんのおうち 月水金 10:00～15:00 161 291 316 607 3.8 

おしゃべりポトフ 火 9:30～14:30 48 234 246 480 10.0 

親子であそぼ♪森っこ 火～土 10:00～15:00 233 3,460 3,657 7,117 30.5 

ゆるり飯沼 火～土 10:00～15:00 248 848 885 1,733 7.0 

KanKanリトルジャイアント 月～金 10:00～15:00 239 436 485 921 3.9 

KanKanリトルスキッパー 木 10:00～15:00 45 21 22 43 1.0 

計   2,075 17,388 19,032 36,420 17.6 

平成 17 年度： 民営型１か所、公営型２か所 計３か所設置 

  平成 18 年度： 既存３か所の開設時間の拡大 

新たに民営型２か所増設（ひだまりサロン・くまさんのおうち） 

  平成 19 年度： 新たに民営型１か所増設（アイキッズスクエアいくら） 

  平成 20 年度： 新たに民営型２か所増設（カンガルークラブ、なかよし広場ぞうさん） 

  平成 21 年度： 既存施設の開設日数の拡大（くまさんのおうち） 

  平成 22 年度： 新たに民営型１か所増設（わいわいひろば）公営型１か所廃止 

 平成 23 年度： 機能拡充型として隔週１日開所の出張ひろば１か所設置（おしゃべりポトフ） 

  平成 24 年度： 民営型１か所廃止（カンガルークラブ） 

  平成 25 年度： 民営型１か所増設（親子であそぼ♪森っこ） 

  平成 26 年度： 民営型２か所増設（ゆるり飯沼、ＫａｎＫａｎリトルジャイアント） 

  平成 28 年度： 出張型１か所増設（ＫａｎＫａｎリトルスキッパー） 
令和３年度：  既存施設の開設日数の拡大（ひだまりサロン、なかよし広場ぞうさん、ＫａｎＫａｎリトルジャイ

アント） 

令和５年度： 民営型１か所廃止（なかよし広場ぞうさん） 
令和６年度： 出張型１か所廃止（おしゃべりポトフ） 
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４－３ こども発達センターひまわりの現況 

（令和７年３月 31日） 

１ 児童発達支援センター事業 

  通所する就学前の障がいや発達の遅れ・つまずきのある子どもに、一人ひとりに合わせた発達支

援を実施し、家族支援を通して家庭と協力しながら子どもの心身の成長発達を援助していく。 

 

（１）通園事業 

ア 児童数    定員 36 名 

   登録児童数     43 名（途中入退所含む） 

イ 療育日数及び延べ利用数 

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 合計 

日数 17 22 21 23 18 21 23 21 21 20 19 19 245 

延べ利用数 589 754 746 775 533 690 769 690 647 675 585 536 7989 

ウ 出身地別登録児童数 

飯田市 松川町 高森町 阿南町 喬木村 阿智村 豊丘村 下條村 中川村 合計 

26 ４ ７ ０ １ ０ ２ １ ２ 43 

エ 年齢別登録児童数                              

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

男 ０ １ ４ 10 ７ ６ 28 

女 ０ ０ ２ ７ ６ ０ 15 

合計 ０ １ ６ 17 13 ６ 43 

オ 児童の転園・卒園状況 18 名（途中転園含む） 

保育園・認定こども園 10 

児童発達支援施設 ０ 

小学校 １ 

特別支援学校 ５ 

未定 ０ 

カ 他機関からの受け入れ 

① 実習生・職場体験受け入れ 延べ  129 名 

② ボランティア受け入れ  年間  ６回 21 名    

③ 他機関からの見学及び視察 年間  ２回 15 名    

 

（２）相談支援事業 

障害児相談支援 

利用計画作成 56 件 継続支援利用援助 107 件 
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２ 広域的地域相談支援事業 

長野県から「障がい児等療育支援事業」、南信州広域連合から「障がい者相談支援事業（障がい児）」

の委託を受けて、飯田下伊那 14 市町村を対象に、障がいや発達に特性のあるこどもへ、専門的な視

点に基づく発達支援、家族支援及び支援者支援を関係機関と連携を図りながら行う。 

  令和 6年度より、南信州広域連合から「医療的ケア児等総合支援事業」の委託を受けて医療的ケア

児等コーディネーターが配置され、日常的に医療的ケアが必要な医療的ケア児等や家族が安心して地

域生活を送り続けることができるよう地域の体制整備を行う。 

 

（１）早期発達支援グループ  らっこ、ぺんぎん、こあら、ひよこ  計４グループ 

実施回数 80 回  延べ利用人数 349 名 

（２）地域グループへの支援 

 飯田市 

回  数 12 

延べ人数 75 

（３）療育相談、発達検査（外来相談） 

延べ利用者数 5,356 名 

（４）保育園、認定こども園、学校、施設等支援実施回数   

   訪問支援 268 回  施設支援 545 回 

（５）医療的ケア児等に関する相談数 
延べ件数 58 件 

 

３ 児童発達支援事業（重症心身障害児） 

 重症心身障がい児一人ひとりの状態に応じた通所形態で、遊びや生活を通して心身の成長発達を援

助していく。医療的ケア等、多様な支援が必要な家庭が地域の中で孤立しないよう、家族支援も重点

的に行う。 

（１）児童数 

定員  一日５人程度 

登録児童数 ４名 （途中登録含む） 

（２）療育日数及び延べ利用数 

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ 合計 

日数 17 22 21 23 18 21 23 21 21 20 19 19 245 
延べ利用数 33 47 45 41 29 41 57 55 53 52 48 44 545 

（３）出身地別登録児童数 

飯田市 松川町 高森町 合計 

2 1 1 4 

（４）年齢別登録児童数 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

男 0 0 0 1 2 0 3 

女 0 0 0 0 1 0 1 

合計 0 0 0 1 3 0 4 
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